
 

 

 

 

 

 

 

（仮称）調布市パートナーシップ宣誓制度 

（素案）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年１２月 

 

調 布 市 



 



 

- 1 - 

   （仮称）調布市パートナーシップ宣誓制度（素案）    

 

１（仮称）調布市パートナーシップ宣誓制度について                                                    

 調布市は，基本計画に「人権尊重の社会づくり」を位置付け，多様な性に  

おける人権が尊重され，社会のあらゆる分野で性別等にかかわりなく，能力，

個性を発揮できる社会の実現に向け取り組んでいます。 

あわせて，第５次調布市男女共同参画プランにおいて，「多様性を認め合 

う社会づくり」を基本目標の一つに掲げ，一人ひとりの人権の尊重や多様な

性における理解の促進に取り組んでいくこととしています。 

 そうした中，多様な性への理解を啓発する講座やパネル展を開催するとと

もに，職員に対しては性の多様性への理解を深める情報誌を発信するなど，

意識啓発につながる取組を推進してきました。 

 このたび，互いを人生のパートナーとして宣誓しようとする，多様な性的

指向・性自認の方を含むお二人の生活上の不便の軽減を図り，多様な生き

方，暮らし方ができる社会の形成に向け，（仮称）調布市パートナーシップ

宣誓制度（素案）を創設することとして，その素案を取りまとめました。 

 

２  制度の概要                             

(1) 制度の名称   

（仮称）調布市パートナーシップ宣誓制度 

 

(2) 対象者要件  以下のすべての項目に該当するお二人 

  ア  多様な性的指向・性自認の方を含むお二人 

イ  双方が民法に規定する成年（満１８歳）に達していること  

ウ  市内在住であること（一方が市内在住で，もう一方が将来転入  

予定である場合を含む） 

エ  双方に配偶者がいないこと及び双方以外にパートナーシップ関係

にないこと。婚姻の届出をしていないが，事実上婚姻関係と同様の

事情にある者がいないこと 

オ  直系血族・三親等以内の傍系血族又は直系姻族の関係にないこ



 

- 2 - 

と。ただし，養子縁組によって直系血族・三親等以内の傍系血族又

は直系姻族になった場合を除く。 

 

(3) 宣誓の手続き 

ア  宣誓・届出 

(ｱ) ご連絡のうえ，お二人で来庁して宣誓していただく日時を事前

予約 

 (ｲ) 対象のお二人が市長に対し，パートナーシップ関係にあること

を宣誓のうえ，「調布市パートナーシップ宣誓書（以下「宣誓

書」とします。）」に署名（通称名※可）し，必要書類等を届出  

       【必要書類】 

①  宣誓書  

②  住民票の写し 

③  戸籍抄本等又は独身証明書（外国籍の方は，独身を証す

る書類とその日本語訳），その他婚姻をしていないこと

が分かる書類 

           ④  本人確認書類（マイナンバーカード，運転免許証，パス 

ポートなど） 

※通称名は，戸籍上の氏名以外の呼称で，戸籍上の氏名に代わ

るものとして，社会生活上使用するものをいいます。  

イ  交付 

提出された書類を審査のうえ，市長が「調布市パートナーシップ

宣誓制度受理証」（以下「受理証」とします。）と宣誓書（副本）

を交付 

ウ  その他 

宣誓書及び受理証に通称名※を記載できる。 

 

※  通称名を使用して宣誓する場合は，受理証等に通称名を表記し  

ます。 

 

(4) 受理証等の活用 

   ア  市が実施する市民向けサービス 

市営住宅などについて，受理証の交付を受けた方が利用できるよ

う検討・調整を進めています。  
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イ 相互連携の取組 

同様の制度が運用されている東京都や近隣自治体との相互連携の取組

も進めます。 

     ウ  事業者の各種サービスや従業員の福利厚生等  

民間事業者への周知・啓発に努め，活用を促進します。 

市役所では職員の福利厚生等の制度（各種休暇や手当等）が利用

できるよう，受理証の活用について検討しています。  

   

 (5) 受理証等の交付後の手続き 

ア  変更届 

宣誓時の届出内容（氏名（通称名・戸籍上の氏名），住所）に変更が

あった場合にご提出ください。 

イ  再交付申請 

交付された受理証等を紛失・汚損などした場合は，再交付申請により

受理証等を再交付します。 

    ウ 更新申請 

  受理証は，申請により５年毎に更新します。 

エ 返還届 

   以下のいずれかに該当する場合，受理証等と一緒に返還届をご提出く

ださい。 

(ｱ)  「(2) 対象者要件」のア～オの項目のいずれか１つ以上に該当し

なくなった場合 

(ｲ) パートナーシップの解消や死亡等により要件を満たさなくなった 

場合 

 

(6) 受理証等の取り消し 

虚偽など不正な手段で受理証等の交付を受けたときや，宣誓書等を改ざ

んした場合，不正に使用した場合は受理証交付による宣誓の証明を取り消

します。受理証等は返却となります。 
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３ 今後のスケジュール                                                 

(1) 令和４年１２月５日(月 )～令和５年１月１０日(火 ) 

    パブリック・コメント手続の実施 

(2) 令和５年３月頃～ 宣誓・届出の受付開始  

             受理証の交付開始（予定）  


